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安心安全のまちづくり
の推進

　市民が安全で安心して暮らすことができるまちを実現し
ていくため、安心安全カメラ（防犯カメラ）の適正管理と個
人情報保護に配慮した条例を制定し、安心安全のまちづく
りの推進を図ります。

　国立市情報公開及び個人情報保護審議
会に諮問を行ったほか、パブリックコメント
において提出された意見を踏まえて、「国立
市安心安全カメラの設置及び運用に関する
条例」を平成２７年１２月に施行しました。
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　職員の人材育成や意欲向上を図っていくため、人
事評価の評価精度の向上や評価結果のフィードバッ
クを徹底させるとともに、評価結果を昇給や勤勉手
当に反映する仕組み（処遇反映）を構築します。

職員の人材育成

A4
災害に強いまちづく
りの推進

項目

市有財産の有効活
用等

具体的内容

◆　平成27年度　部長マニフェスト　◆　　行政管理部長　橋本　祐幸　　

部の運営方針

所属課と人員
（H27．4．1現在）

総務課・建築営繕課・職員課・防災安全課・検査担当
情報管理課（情報政策担当・法務担当含む）・市民課

  92人

部の概要

【達成度】　Ａ…100％　Ｂ…80％以上100％未満　Ｃ…50％以上80％未満　Ｄ25％以上50％未満　Ｅ25％未満

Ｂ

A

A

　総合防災計画については、平成２４年４月の東京
都の被害想定の見直し及び平成２５年６月の災害対
策基本法改正を踏まえた見直しを行っており、本年
度は引き続き減災計画及び災害復興計画の見直し
を行い、全体としての改定を完了し、計画決定をして
いきます。
　また、災害時に適切かつ柔軟な対応ができるよう、
庁内の各部署や関係機関と連携した防災訓練を実
施します。
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　庁舎駐車場については、駐車場法の規定
に基づき警視庁との４回の協議を経て、実
施可能な図面案の作成を完了させました。
　また、菅平市有地については、売却可能
な部分はインターネット公売を活用して売却
し、売却困難な部分は上田市と協議し公共
用地として寄附することで、処分を完了させ
ました。

マイナンバー制度の導入推進については、
個人情報保護条例改正、マイナンバーの利
用と提供に関する条例制定、規則以下の関
連例規26件の制定改正、各課の特定個人
情報保護評価実施支援、庁内での研修会、
市民説明会の実施等、予定どおりＨ２７年１
０月５日（番号通知）、Ｈ２８年１月（個人番
号利用開始）開始までに業務を進めること
ができました。

　行政手続における特定の個人を識別するための番
号の利用等に関する法律の中で、個人番号の指定・
通知等に関する規定（平成２７年１０月５日施行）や
個人番号の利用に関する規定（平成２８年１月１日施
行）などが施行されることから、本制度の運用が安全
確実に実施できるよう関係各課と相互に情報共有・
連携しながら対応します。

　庁舎駐車場の適正管理、財産の有効活用を目的と
して、庁舎駐車場有料化に向けて具体案を策定し、
実施していきます。
　また、今後活用が難しい菅平の市有地の売却手続
きを進めていきます。

　総合防災計画につきましては、全体として
の改訂を完了し、平成２７年１１月の防災会
議において計画決定されました。
　また、防災訓練につきましては、平成２７
年８月３０日に、関係機関と連携して第三小
学校において総合防災訓練を実施した他、
市内１２施設と実施した水害対策通信訓
練、北多摩二号水再生センターにおいて実
施したし尿搬入訓練などを行いました。

　行政管理部は、市政運営を支える市有財産の管理、市有施設の営繕、契約事務、情報セキュリティ・法規事
務、電算業務、人事管理のほか、市民に対しては防災・防犯対策などや住民票・戸籍・年金の窓口としての役
割を担っています。
　平成２７年度では、「３６５日２４時間安心・安全のまちづくり」の実現に向けて、平成２６年度に引き続き総合
防災計画（減災計画及び災害復興計画）の見直しを行うとともに、安心安全カメラ（防犯カメラ）の設置及び運
用に関する条例を制定し、安全で安心なまち、災害に強いまちを目指していきます。
　また、社会保障・税番号制度（マイナンバー）の運用を安全かつ確実に実施することにより、市民の利便性の
向上や行政事務の効率化が図られるよう努めてまいります。
　さらに、庁舎駐車場の有料化や人事評価制度を充実していくことで、市有財産の有効活用や職員の意欲向
上を図ってまいります。
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社会保障・税番号
制度（マイナン
バー）への対応

達成度達成状況（年度末振り返り）

　人事評価に評価制度の向上を図っていく
ため及び評価結果のフィードバックを徹底
するため、人事部門と各課長との個別ヒア
リングを実施しました。
　また、評価結果を昇給や勤勉手当に反映
する仕組みを、平成２７年度から管理職に
導入しました。（段階的に一般職にも導入し
ます。）
　このことにより、職員の意欲の向上をより
図ってまいります。

1

平成27年度の重点項目
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